
～

　最終予算額　 （Ａ)

　決　算　額 （Ｂ)

Ｂ(H24はＡ）のうち一般財源

 従事する職員数

 概算人件費 （Ｃ）

　概算事業費　（Ｂ(H24はA)＋Ｃ）

委託費　3,360千円（委託先：㈱みすず綜合コンサルタント）
報償費　@12,800円×27人(7人×4回）=  346千円
旅　費　11人×4回=　254千円
役務費（テープ起こし）　@142円×3回=　74千円

・学ぶちから・学校力専門委員会の開催　　専門委員９名＋教育委員２名
・市町村教委との意見交換会　10回
・教員、保護者等アンケートの実施（保護者約10,000人、教員約3,000人）　　　等

23年度事業費の主な内訳

―

内　線

E-mail

担
当
課

左記以外のH23年度実績

2 ・専門委員会を開催し、確かな学力や学校力に関わる提言
に向けた論点整理を行った。
・30人規模学級や学力・体力の向上等の計画の重要施策
に関わる市町村教育委員会との意見交換会を10回行って
いる。

（主に会議を開催する事業であり、単位当たりコストを算出
する必要性がないため。）

―

⑥
総
合
分
析
等

総合分析
(今後の課題、
取組方針等)

・平成24年度末での計画策定に向け、専門委員会からの提言を受けると共に、提言を反映しながら教育委員会を
中心として次期教育振興基本計画の策定を行っていく。

特記事項

⑤
事
業
の
課
題

区　分 判　定　・　説　明

事業ニーズの変化 判
定
の
説
明

■　横ばい □　減少

■　当面余地なし

県の関与を見直す
余地

□　増加

・教育課題や教育に対するニーズは引き続き高い。
・計画策定は、平成24年度末まで実施されるため、県の関与や
事業改善の当面の余地はない状況である。

b第２次長野県教育振興基本計画の策定に向け、専
門委員会を開催し、確かな学力や学校力に係る課
題や提言等の整理を行い、次年度以降のためのと
りまとめ（論点整理）を行う。

計画策定に向けた専門委員会での議論が行われ、次年度に向けた内容の
とりまとめ（論点整理）を行うことができた。

事業改善（有効性・
効率性）の余地

□　余地あり□　余地なし

□　余地あり□　余地なし ■　当面余地なし

④
事
業
の
成
果

事業の目標(H23) 事業成果・評価

③
事
業
実
績

成果指標・活動指標内容 単位

<効率指標(単位当りｺｽﾄ等)>
　　　　　　　　　　―

評価区分

期待どおり

22年度

専門委員会開催(活） 回 4

24年度（見込）23年度

千円 0 12,293 9,258

千円 4,035 ―

千円

1.00

8,258 8,258

1.00

23年度 24年度（当初）

675

4,655 1,000②
事
業
コ
ス
ト

区　　分 単位 22年度

　概　算
　人件費

人

千円

千円

0

①
　
事
 
業
 
の
 
概
 
要
 
等

目　的
(必要性)

　現行の長野県教育振興基本計画（平成20年度～24年度）の策定から３年が経過し、教育を取り巻く環境変化や新たな課題
が明らかになる中で、教育施策の方向性を改めて示すため新しい教育振興基本計画を策定する。

対　象 　県民

目指すべき姿 　第２次長野県教育振興基本計画を策定し、様々な教育課題の解決に向けた教育施策を推進する。

事業内容

14 01 01

実施方法
国庫･
県単

　　県が直接実施

実施期間 H23 根拠法令等 地方教育行政の組織及び運営に関する法律

国庫補助事業・
県単独事業

4318

kyoiku@pref.nagano.lg.jp

平成24年度事務事業評価シート （23年度実施事業分）

事業番号 中期総合計画主要施策番号 4-01 部・課 教育委員会事務局　教育総務課

事　業　名 第2次長野県教育振興基本計画策定事業


